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　平素より農政の推進につきまして御理解・御
協力を賜り、御礼申し上げます。
　はじめに、令和８年熊本地震や各地で豪雨等
の自然災害が発生しており、被災された皆様に
心よりお見舞い申し上げます。
　都道府県農業信用基金協会、独立行政法人農
林漁業信用基金をはじめ、農業信用保証保険業
務に携わっておられる皆様におかれましては、
農業経営に必要な資金供給の円滑化に向けて
御尽力いただいておりますことに敬意と感謝
を申し上げます。また、厳しい経営環境の下に
ある農林漁業者への資金供給を支えるため、関
係機関が連携しながら対応いただいておりま
すことに改めて感謝申し上げます。

　我が国の金融をめぐっては、改めて申し上げ
るまでもなく、日銀の政策金利の引き上げ等に
伴い、預貯金金利や住宅ローン金利の上昇な
ど、農業信用基金協会の事業面・経営面でも影
響を及ぼし始めており、各協会においても金利
のある世界を前提とした事業運営が求められ
る状況となっております。
　このような中、本年４月に成立した農業近代
化資金融通法の一部を改正する法律が10月１日
に施行されました。制度の根幹に関する大きな

改正は、約30年ぶりとなったところですが、こ
の間、一経営体当たりの経営面積や飼養頭数は
大きく拡大しており、一経営体当たりの借入額
についても約10倍と大幅に増加しておりま
す。今後は地域計画に位置付けられた農業者等
を中心に、担い手の規模拡大や事業の多角化に
伴う資金需要がさらに拡大していくことが見
込まれており、こうした資金需要に対し、改正
後の農業近代化資金を活用しながら円滑かつ
適切に対応することが求められます。

　農業近代化資金の拡充内容としては、従来の
資金を一般資金として存置した上で、「農業経
営高度化資金」という新たな資金メニューを創
設し、地域計画に位置付けられた農業者等に対
して、貸付限度額を個人２億円、法人等７億円
まで大幅に引き上げるとともに、償還期限を
20年以内に延長するほか、資金使途に農地等
取得資金や前向借換資金を追加したところで
す。
●貸付対象者
　農業経営高度化資金は、目標地図に位置付け
られた者（位置付けられることが確実な者とし
て市区町村から証明を受けた者を含みます。）

及び耕種農業以外の主業農業者等を対象とし
ております。
●資金使途
　今回の改正により、農業経営の改善に必要な
農地等取得資金を資金使途に追加しました。
　また、負債を抱え現在その償還負担により前
向きな取組に踏み切れない農業者等が、将来を
見据えて持続可能な経営へ転換するための農
業経営の改善を後押しすることを目的として、
前向借換資金を追加しました。
●貸付限度額
　貸付限度額については、個人２億円、法人等
７億円まで引き上げるとともに、法人等が大臣
特認を受けた場合には、その承認額まで貸付可
能としております。
●償還期限及び据置期間
　資金使途に関係なく一律償還期限20年、据
置期間７年の範囲内で適正な期間を設定する
ことを可能としたところです。これにより、融
資対象物件の実態に合わせた償還期限が設定
できるようになります。

　農業近代化資金制度の改正に併せて、農業者
等に必要な資金が的確に供給されるよう、農業
経営改善関係資金基本要綱を改正し、円滑な融
資に向けた基本的な手続きを改めたところで
す。
●民間制度資金と公庫資金の役割分担の見直し
　今回、農業近代化資金と公庫資金の役割分担
の見直しを行い、金額基準を撤廃し、農業近代
化資金を基本としつつ、公庫資金も柔軟に活用
できる仕組みとしました。ただし、農業者等の
意向等に応じて、公庫資金を活用することも可
能です。
●債権保全措置における金額基準の見直し
　改正前は、各農業信用基金協会が本要綱の対
象とする各資金の貸付対象者及び貸付限度額

等を踏まえて定める無担保・無保証人となる金
額水準を示しておりましたが、この金額水準を
廃止し、各協会の自主性及び自由度を尊重する
見直しを行ったところです。
●手続きの簡素化・迅速化
　農業者等への適時適切な資金供給に向けて
融資審査の迅速化を図るため、審査書類の一部
に不備があっても融資機関から、関係機関（保
証機関、都道府県等）に前広に情報提供できる
手続きを追加し、各機関において正式な書類の
提出を待たず、事前に審査準備（仮審査）を進め
られるようにしました。
　あわせて、経営改善資金計画書の正式な受理
から融資可否通知までの期間を、標準的な案件
について１ヶ月半から15営業日以内を目標と
する見直しを行いました。
　なお、案件の内容に応じて柔軟に対応できる
仕組みも設けております。
●同一融資対象への併せ貸しの解禁
　これまでも農業近代化資金と公庫資金の同
時借入は可能でしたが、同一の融資対象（例：同
じ建物の取得）に対する併せ貸しは不可として
おりました。昨今の投資金額の拡大を踏まえ、
民間金融機関と日本政策金融公庫との協調融
資を促進し、大型化する施設の取得等を支援す
る観点から、今般、同一融資対象への併せ貸し
を解禁しました。
●借入者への伴走支援
　融資規模が拡大する中で、民間金融機関にお
いては、融資実行後も借入者の財務状況や経営
状況等の把握に努めることが重要です。このた
め返済に係るリスク管理を適切に行い、経営悪
化の兆候が認められる場合には、関係機関と連
携しながら、早期再生や再生後の持続可能な経
営再建に向けた支援など、経営のライフステー
ジに応じて積極的な支援に努めていただくよ
う明記したところです。

　農業近代化資金は、都道府県が自治事務とし
て運営する制度資金であり、貸付条件は都道府
県が設定する仕組みとなっております。今回の
制度改正を踏まえた詳細な対応については、各
都道府県とよく協議していただくことが重要
と考えており、引き続き都道府県や融資機関等
の関係機関と連携しながら、制度の円滑な運営
に御協力いただくことを期待しております。
　また、農業近代化資金に係る債務保証は、農
業信用保証保険法第８条において、農業信用基
金協会の本来業務として位置付けられており
ます。改正後の農業近代化資金の拡充部分につ
いても現行制度の枠組みの中で債務保証の対
象となるため、制度改正に伴う新たな利用者
ニーズに対して円滑な保証対応が可能となっ
ております。改正農業近代化資金融通法の施行
に併せて、適切な運用に向けた御協力をお願い
いたします。
　加えて、農業経営改善関係資金基本要綱の改
正により、融資対象物件以外の担保や経営者以
外の第三者の個人連帯保証を徴求しない限度
額の金額水準が削除された趣旨を踏まえ、利用
環境が実質的に後退することがないよう農業
者視点での柔軟な対応をお願いいたします。

　農業経営を支え、食料の安定供給を確保して
いく上で、農業金融が果たす役割は大きく、信
用力の脆弱な農業者等の信用力を補完する農
業信用保証保険制度は、農業金融の円滑化を支
える重要な制度です。
　改正後の農業近代化資金が農業者等の経営
改善に利用され、農業所得の向上等に寄与して
いくことがなによりも重要です。
　加えて、生産資材費の高騰や農畜産物価格の
低下などの影響を受ける農業者等の資金繰り
への対応も重要となっております。
　農業信用基金協会の皆様におかれましては、
様々な利用者ニーズに的確に応えられるよう、
時代の変化を踏まえた業務運営の高度化と経
営基盤の強化に不断に努めていただくことを
期待しております。
　農林水産省としても、今後とも農業信用保証
保険業務に携わる皆様をはじめ関係各位と意
思疎通を図りながら、農業経営の発展を支える
施策の充実に取り組んでまいりますので、引き
続き御協力をお願いいたします。

我が国の金融をめぐって

農業近代化資金融通法の改正
（農業経営高度化資金の創設）

農業経営改善関係資金基本要綱の改正

農業近代化資金融通法の
一部改正について
農業近代化資金融通法の
一部改正について

農林水産省経営局金融調整課長

白石 知隆

特集 農業近代化資金融通法の一部改正について
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　平素より農政の推進につきまして御理解・御
協力を賜り、御礼申し上げます。
　はじめに、令和８年熊本地震や各地で豪雨等
の自然災害が発生しており、被災された皆様に
心よりお見舞い申し上げます。
　都道府県農業信用基金協会、独立行政法人農
林漁業信用基金をはじめ、農業信用保証保険業
務に携わっておられる皆様におかれましては、
農業経営に必要な資金供給の円滑化に向けて
御尽力いただいておりますことに敬意と感謝
を申し上げます。また、厳しい経営環境の下に
ある農林漁業者への資金供給を支えるため、関
係機関が連携しながら対応いただいておりま
すことに改めて感謝申し上げます。

　我が国の金融をめぐっては、改めて申し上げ
るまでもなく、日銀の政策金利の引き上げ等に
伴い、預貯金金利や住宅ローン金利の上昇な
ど、農業信用基金協会の事業面・経営面でも影
響を及ぼし始めており、各協会においても金利
のある世界を前提とした事業運営が求められ
る状況となっております。
　このような中、本年４月に成立した農業近代
化資金融通法の一部を改正する法律が10月１日
に施行されました。制度の根幹に関する大きな

改正は、約30年ぶりとなったところですが、こ
の間、一経営体当たりの経営面積や飼養頭数は
大きく拡大しており、一経営体当たりの借入額
についても約10倍と大幅に増加しておりま
す。今後は地域計画に位置付けられた農業者等
を中心に、担い手の規模拡大や事業の多角化に
伴う資金需要がさらに拡大していくことが見
込まれており、こうした資金需要に対し、改正
後の農業近代化資金を活用しながら円滑かつ
適切に対応することが求められます。

　農業近代化資金の拡充内容としては、従来の
資金を一般資金として存置した上で、「農業経
営高度化資金」という新たな資金メニューを創
設し、地域計画に位置付けられた農業者等に対
して、貸付限度額を個人２億円、法人等７億円
まで大幅に引き上げるとともに、償還期限を
20年以内に延長するほか、資金使途に農地等
取得資金や前向借換資金を追加したところで
す。
●貸付対象者
　農業経営高度化資金は、目標地図に位置付け
られた者（位置付けられることが確実な者とし
て市区町村から証明を受けた者を含みます。）

及び耕種農業以外の主業農業者等を対象とし
ております。
●資金使途
　今回の改正により、農業経営の改善に必要な
農地等取得資金を資金使途に追加しました。
　また、負債を抱え現在その償還負担により前
向きな取組に踏み切れない農業者等が、将来を
見据えて持続可能な経営へ転換するための農
業経営の改善を後押しすることを目的として、
前向借換資金を追加しました。
●貸付限度額
　貸付限度額については、個人２億円、法人等
７億円まで引き上げるとともに、法人等が大臣
特認を受けた場合には、その承認額まで貸付可
能としております。
●償還期限及び据置期間
　資金使途に関係なく一律償還期限20年、据
置期間７年の範囲内で適正な期間を設定する
ことを可能としたところです。これにより、融
資対象物件の実態に合わせた償還期限が設定
できるようになります。

　農業近代化資金制度の改正に併せて、農業者
等に必要な資金が的確に供給されるよう、農業
経営改善関係資金基本要綱を改正し、円滑な融
資に向けた基本的な手続きを改めたところで
す。
●民間制度資金と公庫資金の役割分担の見直し
　今回、農業近代化資金と公庫資金の役割分担
の見直しを行い、金額基準を撤廃し、農業近代
化資金を基本としつつ、公庫資金も柔軟に活用
できる仕組みとしました。ただし、農業者等の
意向等に応じて、公庫資金を活用することも可
能です。
●債権保全措置における金額基準の見直し
　改正前は、各農業信用基金協会が本要綱の対
象とする各資金の貸付対象者及び貸付限度額

等を踏まえて定める無担保・無保証人となる金
額水準を示しておりましたが、この金額水準を
廃止し、各協会の自主性及び自由度を尊重する
見直しを行ったところです。
●手続きの簡素化・迅速化
　農業者等への適時適切な資金供給に向けて
融資審査の迅速化を図るため、審査書類の一部
に不備があっても融資機関から、関係機関（保
証機関、都道府県等）に前広に情報提供できる
手続きを追加し、各機関において正式な書類の
提出を待たず、事前に審査準備（仮審査）を進め
られるようにしました。
　あわせて、経営改善資金計画書の正式な受理
から融資可否通知までの期間を、標準的な案件
について１ヶ月半から15営業日以内を目標と
する見直しを行いました。
　なお、案件の内容に応じて柔軟に対応できる
仕組みも設けております。
●同一融資対象への併せ貸しの解禁
　これまでも農業近代化資金と公庫資金の同
時借入は可能でしたが、同一の融資対象（例：同
じ建物の取得）に対する併せ貸しは不可として
おりました。昨今の投資金額の拡大を踏まえ、
民間金融機関と日本政策金融公庫との協調融
資を促進し、大型化する施設の取得等を支援す
る観点から、今般、同一融資対象への併せ貸し
を解禁しました。
●借入者への伴走支援
　融資規模が拡大する中で、民間金融機関にお
いては、融資実行後も借入者の財務状況や経営
状況等の把握に努めることが重要です。このた
め返済に係るリスク管理を適切に行い、経営悪
化の兆候が認められる場合には、関係機関と連
携しながら、早期再生や再生後の持続可能な経
営再建に向けた支援など、経営のライフステー
ジに応じて積極的な支援に努めていただくよ
う明記したところです。

　農業近代化資金は、都道府県が自治事務とし
て運営する制度資金であり、貸付条件は都道府
県が設定する仕組みとなっております。今回の
制度改正を踏まえた詳細な対応については、各
都道府県とよく協議していただくことが重要
と考えており、引き続き都道府県や融資機関等
の関係機関と連携しながら、制度の円滑な運営
に御協力いただくことを期待しております。
　また、農業近代化資金に係る債務保証は、農
業信用保証保険法第８条において、農業信用基
金協会の本来業務として位置付けられており
ます。改正後の農業近代化資金の拡充部分につ
いても現行制度の枠組みの中で債務保証の対
象となるため、制度改正に伴う新たな利用者
ニーズに対して円滑な保証対応が可能となっ
ております。改正農業近代化資金融通法の施行
に併せて、適切な運用に向けた御協力をお願い
いたします。
　加えて、農業経営改善関係資金基本要綱の改
正により、融資対象物件以外の担保や経営者以
外の第三者の個人連帯保証を徴求しない限度
額の金額水準が削除された趣旨を踏まえ、利用
環境が実質的に後退することがないよう農業
者視点での柔軟な対応をお願いいたします。

　農業経営を支え、食料の安定供給を確保して
いく上で、農業金融が果たす役割は大きく、信
用力の脆弱な農業者等の信用力を補完する農
業信用保証保険制度は、農業金融の円滑化を支
える重要な制度です。
　改正後の農業近代化資金が農業者等の経営
改善に利用され、農業所得の向上等に寄与して
いくことがなによりも重要です。
　加えて、生産資材費の高騰や農畜産物価格の
低下などの影響を受ける農業者等の資金繰り
への対応も重要となっております。
　農業信用基金協会の皆様におかれましては、
様々な利用者ニーズに的確に応えられるよう、
時代の変化を踏まえた業務運営の高度化と経
営基盤の強化に不断に努めていただくことを
期待しております。
　農林水産省としても、今後とも農業信用保証
保険業務に携わる皆様をはじめ関係各位と意
思疎通を図りながら、農業経営の発展を支える
施策の充実に取り組んでまいりますので、引き
続き御協力をお願いいたします。

農業信用基金協会への期待 おわりに
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●事務所移転に関するお知らせ

　当基金が従前入居しておりましたコープビルは、都市再開発事業に伴い建て替え工事が行われ
ており、その間、仮事務所にて業務を行ってまいりました。 このたび、建設中の新ビルが完成し、当
基金におきましても、令和８年9月24日より、下記住所へ移転する運びとなりましたので、お知ら
せいたします。

〒101-0047　
東京都千代田区内神田一丁目1番16号
大手町ゲートビルディング５階

新所在地

東京メトロ丸の内線・東西線・千代田線・半蔵門線、
都営三田線 「大手町」駅 徒歩約3分
JR京浜東北線・山手線・中央線、 
東京メトロ銀座線 「神田」駅 徒歩約6分

アクセス

企画調整室企画調整課　　　　　03‒3434‒7813

企画調整室ＩＴ活用課　　　　　03‒3434‒7814

総務部総務課　　　　　　　　　03‒3434‒7815

総務部人事課　　　　　　　　　03‒3434‒7816

総務部経理課　　　　　　　　　03‒3434‒7817

監理室　　　　　　　　　　　　03‒3434‒7819

農業統括部企画推進課　　　　　03‒3434‒7820

農業統括部農業共済課　　　　　03‒3434‒7832

農業信用保険業務部引受審査課　03‒3434‒7821

農業信用保険業務部保険業務課　03‒3434‒7822

農業信用保険管理部期中管理課　03‒3434‒7823

農業信用保険管理部支払審査課　03‒3434‒7824

林業信用保証管理部企画推進課　03‒3434‒7825

林業信用保証業務部引受審査課　03‒3434‒7826

林業信用保証業務部審査総括課　03‒3434‒7827

林業信用保証管理部管理課　　　03‒3434‒7828

漁業調整部企画推進課　　　　　03‒3434‒7829

漁業調整部管理課　　　　　　　03‒3434‒7830

漁業業務部信用保険課　　　　　03‒3434‒7831

漁業業務部漁業共済課　　　　　03‒3434‒7833
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